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全国電燈協会の史的展開
ーアメリカの電力業における業界団体活動-
















(1) 組織総合化理論は， Louis P.Galambos ,“The Emerging Organizational Synthesis In Modern Amerｭ
ican History ," Business History Review, 44 (1970) , 279-90; 仙Technology， Political Economy, and 
Professionalization: Central Themes of the Organizational Synthesis," BHR, 57 (1983) ，471-93. 組織
間関係論は、『組織科学一特集‘組織間関係論'.1 15巻 4 号(昭和56年)。佐々木利慶「組織間関係の安定と変
動(1) 組織間システムを中心として一}"経済経営論叢.! (京都産業大学) 15巻 3 号(昭和55年)， r組織間関
係の安定と変動(II)一組織問調整を中心として一JW経済経営論叢.118巻 l 号(昭和58年)， r組織間関係の安
定と変動(固・完)一境界連結単位を中心としてーJ f'経済経営論叢J 19巻 4 号(昭和60年)。ヴォランタリズ
ムは，佐藤慶幸『アソシエーションの社会学一行為論の展開一.! (早大出版部，昭和57年)， Il"ゥェーパーか
らノ、ノてーマスへーア、ノシエーションの地平J (世界書院，昭和61年)。圧力団体論は，内田満『アメリカ圧力団体
の研究.1 (三一書房，昭和55年L 使用者団体は，間宏『日本の使用者団体と労使関係一社会史的研究一:1 (日本
労働協会，昭和56年)。事業者団体は，今村成和 r(増補)私的独占禁止法の研究(ー).1 (有斐閣，間和44年)


























































(3) Arthur H. Cole , Business Enterprise in its Sociα1 Set t ing (Harvard Univ. Press , 1959) ，邦
IlJ~，中111敬一郎訳『経営と社会一企業者史学序説 ~ (ダイヤモンド社，昭和40年) 73 , 79 , 81--86, 91。中
川敬一郎「序」経営史学会編『経営史学の20年一回顧と展望一~ (東大出版会，昭和60年) ix , r 経営史学の
方法と問題JII経営史学の20年~ 140 Galambos,“Technology," BHR, 471. 
(4) 佐々木「組織間関係(I ) J11経済経営論叢~ 88--92 , 96-97。
(5) 佐藤『アソシエーション~ 48 , 52ー53 ， 94。楠井敏朗氏は， 20世紀のアメリカ市民社会は「団体聞の利害
衝突・調整を通じて個々の市民の権利が間接的l乙貫徹される社会として存在している。」としている。『アメ
リカ資本主義と民主主義J (多賀出版，昭和61年) 3670 
(6) アメリカの業界[，担体の成立過程は，拙稿「アメリカに於ける業界団体の史的展開}i経営史学会第四回大会
報特集J (昭和55年11月 2 日・ 3 日)， 8-9，を参照。研究史は，拙稿「オハイオ銀行協会の成立， 1891--1908 
年一アメリカにおける地域業界同体活動一J Ii産業と経済.0(奈良産業大学関学記念論文集，昭和60年11月) , 




1885年 2 月 25 日， 16州から87名がシカゴで会合し，全国電燈協会を結成した。乙の最初の総
会は，業界誌の『エレクトリカル・レビュー』誌による呼び掛けの結果生じたものであり，電
灯業における永続的な業界団体を結成する乙とを目的としていT2 同誌はる呼び掛けの後，
シカゴの電気業者の友好クソレープが，最初の総会の準備を行ない，最後の 2 月 3 日の会合で，
準備委員会，招待委員会，財務委員会を任命し，『エレクトリカル・ワールドJ 誌の西部担当











(7) National Electrical Manufacturers Association, A Chronological History of Electrical Develop-
ment: From 600 B. C_ (New York, NY, 1946) , 49-56; Harold C. Passer, The Electrical Manuｭ
facturers , 1875-1900 (Cambridge, Mass_: Harvard Univ_Press , 1953);τnomas P_ Hughes , Netｭ
works of Power: Electrification in Western Society, 1880-1930 (Baltimore: Johns Hopkins Univ_ 
Press , 1983), 18-46, 82-84, 98-139_ 小林袈裟治i"GEJ (東洋経済新報社，昭和45年)， 18-24。
(8) National Electric Light Association, Proceedings of the National Electric Light Association, 
1885, 3 , 103ー104. 第一回年次総会の参加者は，イリノイ (37) ，ニューヨーク (6) ，インディアナ (5) , 
ミシガン( 5) , ミネソタ (5) ，オハイオ(5 )，モンタナ (4) ，ウィスコンシン (4) ，アイオア (3) , 
マサチューセッツ (3) ，コネチカット (2 )，メリーランド (2 )，ロードアイランド( 2 ) ，ネブラスカ
(1) ，ぺンスルパニア(1 ) ，テネシー( 1 )，不明( 1 )，から来た。出身の州が不明の人物は， トムソン
=ヒューストン電灯会社のジョージ・ L ・クロスマンであった。 ibid. ， 103-104 . 
(9) Ibid.1910, Vol. 1, 204-205, 210. 準備委員会は，ジョージ・ S ・ボーウェン(エルジン電灯会社) , 
C.C ・ウォレン(ユナイテッド・ステイツ社)， E • B ・パルマー(スペリー電灯会社)，ジョージ・ L ・
クロスマン(トムソン=ヒューストン電灯会社)， C • A ・ブラウン(ウエスタン・エレクトリック社)， w・
A ・ハメット(ニューヨーク・セーフティ・スティーム=パワー社)より成った。招待委員会は， E. A. 
スペリー(スペリー・エレクトリック社)， F ・ s ・テリー(エレクトリカル・サプライ社) ，ジョージ・ S ・
ボーウェンより成った。財務委員会は， M. A ・クナップ(レイルウェイ・テレグラフ・サプライ社)， s. 
S ・パジャー(パジャー・エレクトリック社)， M ・ A ・パックレイ (エクセルショール電灯会社)より成っ
Tこ。 ibid. ， 210. 



























(1) Ibid. , 1885, 16. 
(12) Ib id. , 20. 
(13) lbid. , 21-22. 16の議題は以下の通り。臼熱灯照明，電線敷設と電話線の交差回避，電力と照明への転換，
電球とかさ，発電機と電力の接続の最良の方法，水力による電灯照明，年間の電灯にかかる料金と割戻金，
発動機の応用としての電気利用，同一線での 6 号導線と 4 号導線の使用，送電時の霜の影響を受けた電機子，
危険筒所および場所での特殊絶縁体または危険防止装備，街灯，地下導線の使用，火夫給与支払い，一般的
救助，銅メッキした炭素棒および裸の炭素棒の使用。



























し始めた。会員の地域分布も拡大し， 1891年21 州， 1900年33州， 1903年48州から正会員が来て
いfj!1903年には，同協会の会員総数456は，全民間電力業者3049の15パーセントであると報
(15) Ibid. , 107-25. 
(16) Ibid. , 1886, 64, 141-45;1887, 9-15, 96-102, 223, 234. 
(問 Ibid.. 1888, 5 -6 . 
(18) Ibid. , 1891 , 4-8;1894 , 4-9;1897 , 4-8;1900, 4-8;1901 , 4-9;1902, 2-12;1903, 





年 正会員 準会員 合計
1891 78 128 206 
1894 107 112 219 
1897 116 77 193 
1900 142 60 202 
1901 175 64 239 
1902 325 65 390 
1903 456 84 540 
1904 474 114 588 
A B C D E 外国会員
1905 508 134 40 112 68 862 
1906 562 230 140 88 1, 020 
1907 642 390 162 96 1, 290 
1908 680 422 166 93 1, 361 
1909 731 2, 079 194 133 3, 137 
1910 850 3, 757 8 219 688 5, 522 
1911 958 6, 654 19 226 808 8, 665 
1912 1, 134 9, 725 45 240 940 12, 084 
1913 1, 093 10, 256 53 242 798 12, 442 
1914 1, 091 10, 817 73 250 785 13, 016 
1915 1, 125 11 , 125 96 253 808 41 13, 448 
1916 14, 983 
1917 1, 137 12, 837 99 246 837 37 15, 193 
1918 1, 083 9, 013 93 253 954 44 11, 440 
1919 1, 034 7, 786 91 345 890 41 10, 087 
1920 1, 058 6, 957 89 343 1, 117 53 9, 617 
A B C D E F G 外国会員
1921 1, 090 8, 083 84 175 1, 338 189 89 58 11, 106 
1922 1, 134 8, 110 93 237 976 188 227 64 11 , 029 
1923 1, 057 8, 336 111 219 1, 087 196 315 66 11 , 387 
A B C D E F G H I 
1924 1, 004 10, 237 155 240 1, 244 229 394 72 24 13, 599 
1925 937 11 , 402 167 253 1, 426 238 423 72 20 14, 938 
1926 937 11 , 204 170 263 1, 740 233 425 77 22 15, 071 
1927 832 12, 177 120 347 2, '170 289 621 97 30 16, 683 
1928 778 14, 658 120 383 2, 464 335 674 112 59 19, 583 
1929 752 15, 286 105 405 2, 523 405 658 131 67 20, 332 
1930 695 15, 642 106 386 2, 578 408 853 147 110 20, 925 
1931 673 16, 618 107 378 2, 149 389 853 130 133 21, 430 
1932 653 13, 851 98 342 2, 038 346 538 120 127 18, 113 
〔出所) N.E.L.A. , Proceedings ofthe Nαtional Electric Light Association, 1891-1932. から作成。
〔注記〕正会員:電力業に従事する個人または企業。準会員:電力設備を製造する個人または企業。
外国会員:カナダを除く外国の法人及び個人。 A: 電力会社。 B: 電力会社の個人会員。 c: 教師，
顧問技自rli，公益事業委員会役員，ジャーナリスト，その他の招待会員。 D 電力設備の製造会社。
E: 電)J設備の製造会社の個人会員。 F: 関連会社会員(電気関係の仲買業者，請負業者，ディーラー，
技自rli，出版社等)0 G :関連個人会員 (F会員の役員または従業員)0 H :外国会社。 1 外国個人会員。




カルフォルニア( 1 ) 
コロラド( 1 ) 
コネチカット (4 ) 
イリノイ (3 ) 
ルイジアナ(1)
メイン( 1 ) 
メリーランド( 1 ) 
マサチューセッツ (11)
ミシガン (2 ) 
ミネソタ(1)
モンタナ (4 ) 
ニューハンプシャー( 1 ) 
ニュージャージー( 5 ) 
ニューヨーク (13)
オハイオ (6 ) 
ペンスルパニア (9 ) 
ロードアイランド (3 ) 
サウスカロライナ( 1 ) 
テネシー (2 ) 
パーモント( 1 ) 
ウィスコンシン (4 ) 





アラパマ( 1 ) 
カルフォルニア(2 ) 
コロラド (4 ) 
コネチカット (10)
デラウェア(1)
コロンピア特別区( 1 ) 
ジョージア (3 ) 
アイダホ(1)
イリノイ (6 ) 
インディアナ( 3 ) 
アイオア( 3 ) 
カンサス (2 ) 
ケンタッキー( 1 ) 
ルイジアナ( 1 ) 
メイン(1)
メリーランド( 1 ) 
マサチューセッツ (17)
ミシガン( 3 ) 
ミネソタ (2 ) 
モンタナ (4 ) 
ネプラスカ(1)
ニューハンプシャー (5 ) 




オレゴン( 1 ) 
ペンスルパニア (13)
ロードアイランド (3 ) 
サウスカロライナ( 1 ) 
テネシー( 3 ) 
パージニア (2 ) 
ワシントン( 1 ) 
ウィスコンシン (2 ) 
カナダ( 5 ) 
1903年
州名(正会員会社数j
アラパマ (4 ) 
アリゾナ (3 ) 




デラウェア( 1 ) 
コロンピア特別区(1)
フロリダ(2 ) 
ジョージア (7 ) 
ハワイ( 1 ) 




カンサス (3 ) 
ケンタッキー (4 ) 
ルイジアナ( 3 ) 
メイン (7 ) 




ミシシッピー (4 ) 
ミズーリ (9 ) 
モンタナ (8 ) 
ネプラスカ (4 ) 
ニューハンプシャー (8 ) 
ニュージャージー (17)
ニューメキシコ( 1 ) 
ニューヨーク (52)
ノースカロライナ (5 ) 
ノースダコタ( 1 ) 
オハイオ (20)
オクラホマ(2 ) 
オレゴン (5 ) 
ペンスルパニア (33)
ロードアイランド (4 ) 
サウスカロライナ(1)
サウスダコタ( 1 ) 
テネシー (5 ) 
テキサス (12)
ユタ( 1 ) 
パーモント (9 ) 
パージニア( 3 ) 
ワシントン (6 ) 
ウエストパージニア (5 ) 
ウィスコンシン (17)
ワイオミング(1)
カナダ (9 ) 
〔出所) N. E. L. A. , Proceedings of the National Electric Light Association, 1891 , 4 -5 ; 

































位。 Ibid. ， 1891 , 35-49, 58-78, 164-93, 245-84; 1897, 86-97, 159ー209.
(21) Ibid. , 1893, 167-90, 337-51. 
間 Ib id. , 167-68. 
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11'1熱士J地方自治体電士J I 商品販売及び請負仕事勘定(純益) A. 組織 H. 街路及び施設架設(架空)l ァーウ灯 賃借料 B. 特許権使用料、フランチャイス及びライセンス料 1. 街路及び施設架設(地中)
Itl熱'U商業電灯{ 維収 c. 不動産及ぴ建物 J. アーウ灯架設l ァーウ士J D. 水jJ発電所 K. メーター、メーター設備及摂動繍涯器架設
地万自治体電力供給
商業電力供給
E. 蒸気発電所 L. .1:具及び船具
F. 電気発電所 M. 事務所家具類及び備品






















































































節約装 II'J';: 'J ‘J 勺
加熱出 L共及び保共























労相q. スレート Jfril鉄工、賃金 はと白金 ゴム印
木片 大くぎ 21. (将来の展開のために取って置く) はと目あけ呉 定規
照明設備及び備品 鋼鉄 維持費 消しゴム 切抜き保存桜
石Ð<. 石 22. 地中線維持費 ゼラチン版 封ろう
材木 工具 ボルト 鏑鉄 索引 封印
まJ タイル セメント 石 インク 鈎断機
ナット 締め金具 木炭 海底ケーブル インクスタンド 荷造札
塗装材(ペンキ、 換気装置及び備品 線架 スイッチ インク消し 荷造切符
テレビン油、 賂金 送電線、地中 絶縁テープ 活字印刷機 速記帳
ニス、黒鉛、 水 碍子 電極 自動計算機 スポンジ
塗装工消耗品)水道管関係 こて 試験器具 騰写版 スポンジ用杯
lij路舗装 水量計 ナット 工具 ゴムのりとブラシ 薄葉紙(刷)
(通路関係除く) 井J ﾎ 砂 座金 番号刻印~~ タイプライター
しっく L 、 針金 ねじ 水 油紙 ケイプライター用品
13. ダム、運河、放水路維持費 は人Tご 針金 紙(全種類) 麻ひも
運M 放水路 はんだ用出 紙かと コミカ〉と:
タム トンネル 23. 架空線維持費 クリップ 包装紙
凌ti:池 水歯ざお アーク灯支柱 水平棒用止め針、 カッター
取水管 輪転室 ボルト 金槌 紙留め金具
水門水路 輪車ムビット 避ru器用箱 水平棒用止め針、 32. 物置費用
14. 水門、歯車、調整部維持費 書記利用かす州、 木虻! 33. 広告、外交及び勧誘費
水門昇降歯車 ターピン串'1受け 水平棒、鉄 電柱、鉄製 34. 一般雑費及び事務所雑費
水r'l タービンケース 水平棒、木 電料、木製 ほうき 新聞
水圧管 水車 送電線、架空 鉄柱用料頭 ブラシ 雑誌
ロープ駆動装計 水車関係 ガソリン ねじ バケツ 切手
ロープ駅動綱車 水車内昇降歯車 つり手 はんだ 磨用皮 石けん
ロープ駆動遊び車水車 ~'l カ〉さ は人 Tご用出 ちり払L 、 スポンジ
推力制l受け 桜子、架空 鋼鉄 燃料 じようろ
タービン こて スイァチ 7.K タオノレ
15. (将来の展開のために取って前くこと) マスト腕木 絶縁テープ 収入印紙 タオノレサービス
配電費 ナフト 試験器具 照明電柱用塗装材 工具 モップ
運営費 政金 針金 35. 法律費用及び損害
16. アーク灯運営費 24. アーク灯維持費 弁護士料及び 葬式費用
17. メーター運営費 25. メーター維持費 費用 病院費用
18. 1' 1熱灯取換費 26. 顧客修理及び取換 検死官料及び 調査員費用
19. 変電所運営費 27. 変電所維持費 費用 調査員給与
20. 配電運営雑貨 28. (将来の展開のために取って置く乙と) 電気分解に対す医薬用品
自動車、修fljL\( lfi市鉄月Jél'j 一般経費 る損害賠償 者護婦費用
は取換 腕鉄(契約による) 29. ザ般役員給与 馬損傷に対する 右護婦手数料
土台 ホース 30 事務員給与 損害賠償 外科医費用
自転車、修f~U( þj 丁、賃金 31.印刷及び文房具費 人身事故に対す 外科医手数料
は取換 氷 自動宛名印刷機書類ファイル る損害賠償 外科医給与
毛イ11 照明 ひじ掛け 文鎮 物損l乙対する 外科医薬用品
ほうき 医薬品 ひも 鉛筆 損害賠償 葬儀屋費用
7" ラシ r.lfi 書式用紙 鉛筆消し 荷車・車l乙対す 葬儀屋手数料
バケツ スボ J ジ ，'，紙帳簿 ベ J先 る損害賠償 目撃者費用
磨月l!支 じようろ 取引搾え恥i ベン制l 医療費 目撃者手数料
!!.ゴぐし ，~，~)手、賃金 政取紙 ベ J台 医師i乙対する 裁判費用
ちり払L 、 獣医(給与X カーボン複写紙 ピ/ 手数料又は
飼L 、主主 は手数料) 文書控え帳(刷) 印刷費(勘定項 給与
消火月]ハケツ 出馬車、修flj1y' 複写丹j フラシ 目 27及び281乙
消火山 は取換 日付日] 課す印刷費は
燃料 水 除く)
馬具、修理Xは取換 封筒 輪コーム






















側 Ibid. ， 1897, 98-110, 399-413; 1899, 303-306; 1900, 175一76， 425-55. 1900年，標準電気規則委
員会は，その名称を電気機器標準仕様委員会と変えた。 ibid. ， 1899, 303; 1900, 10. 
凶 Ibid. ， 180-252; 1901 , 52-113. カフーンが，公益事業の公有化の危険性を認識したのは， 1899年ニュー
ヨーク州シラキュースで開催された地方自治体連盟 (the League of Municipalities) に出席してからであった。
間 アメリカで公益企業政策が確立するのは， 1907年ニューヨーク，ウィスコンシン，ジョージア 3 州で公益
事業委員会が設置されて以後の乙とであるが，ニューヨーク公益事業委員会のミロ・ R ・マルトピ一委員は
1908年最初の統一勘定体系を草案する際IL，全国電燈協会の統一勘定体系が普遍的l乙受け容れられてはいな
い乙とに気付いている。 Barbara H. Brock, The Development 0/ Public Utility Accounting in New 
York (East Lansing: Graduate School of Business Administration, Michigan State Univ. , 1981) , 31 
-32, 36. 北久一 r公益企業論，.1(東洋経済新報社，昭和36年) 56ー57 0 そして全国電燈協会は，ニューヨーク
ク公益事業委員会の最終案に対して， 1901年の統一会計方法l乙近似した費用項目案を提案している。 Brock，
Development in NY, 47-48. 1914年，全国電燈協会は電気事業標準勘定組織を総会で提案， 1919年，アメ
リカ・ガス協会と共に，「鉄道および公益事業委員会全国協会J(National Association of Railway and Ut-
ilities Commissioners) とその内部に「統計および会1計委員会」を創設，同委員会は1920年電気事業および
ガス事業の統一勘定体系を完成， 1922年改正され，多くの州で採用されていった。西111義朗『公益企業会計』
(新紀元社，昭和26年) 167。若林茂信・斎藤進『電気事業会計J (日本電気協会，昭和30年) 38。佐藤輝
雄「米園電気事業の曾計(一)Jf会計J 30巻 5 号(昭和 7 年) 831-34。




























包カ Ibid. , 1904, Vol.I, 6. 
(28) Ib id. , 6 ー 7 ， 571ー75; 1905, Vol. 1, 8. 
側 Alfred D. Chandler, Jr. , The Visible Hand: The Managerial Revolution in American Business 






























たアメリカ電気自動車協会 (Electric Vehicle Association of America) を吸収し，全国電灯
(30) NELA, Proceedings , 1906, Vol. 1, 352-55. 
(31) Ibid. , 354. 
問 Ibid. ， 353-54. 
側 Ibid. ， 1907, Vol. n, 20-21.計画の効果は， ibid. , 44-52. 
(34) Ibid. , 1907, Vol. 1 , 496-97, 503; 1910, Vol. 1 , 84-87; 1911, Vol. 1 , 585-614; 1912, Vol. n, 









電燈協会の会員数は，大変早いペースで増加した。会員数は ， 1906年から 1920年の聞に10倍と
なり， 1906年の1020会員が，間9年には 1 万87会員で、あっ f!!
1906年から 1920年の聞に，全国電燈協会は，会員数を増やし，利害関係を促進するためのい
くつかの計画を実行した。第ーに，全国電燈協会は，多くの地域電燈協会と協力を始め，同協
会の地域支部にしようとし fjf しかし，州および地万業界団体を傘下に収めようとする ， 1906 
年l乙始まるこの企ては，究極的には成功しなかった。失敗の原因は，州や地万業界団体の，既
に十分に確立されていた自己同一性に，大いに因っていた。 1912年に全国電燈協会によって出











(35) Ib id. , 1916, Electric Vehicle,“Discussion of Papers and Reports," 2 -4. アメリカ電気自動車
協会は， 1128会員と17地域支部を有していた。会員の重複のため，吸収による全国電燈協会への新規会員は
948であった。 ibid. , “ Papers and Reports ," 5 -8. 
(36) Ibid. , 1910, Vol. 1. 101; 1911 , Vol. 1. 14; 1912, Vol. 1. 24; 1913, General, 14; 1914, 14; 1915, 
General, 26; 1916, General, 22; 1917, General, 144; 1918, 40; 1919, General, 119. 
Gわ Ibid. ， 1906, Vol. 1. 484; 1907, Vol. 1. 508-11; 1908, Vol. 1. 121-22; 1909, Vol. 1. 103-104, 
108-13; 1911 , Vol. 1. 16, 20; 1912, Vol. 1. 12. 
(38) The Ohio Electric Light Association, Proceedings 01 the Ohio Electric Light Associαtion， 1912, 
129-32. オハイオ電的協会は， 1895年 5 月 21 日結成された。 ibid. ， 1900, 5. 
(39) NELA, Proceedings , 1912, Vol. 1 , 12; 1914, General, 15. 
(40) Ibid. , 1908, Vol. 1. 122; 1909, Vol. 1. 103-105; 1910, Vol. II , 504. 
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〔出所) N. E. L. A. , Proceedings 0/ the Nαtional Electric Light Association, 








国電燈協会の会員は， 1917年初めには，自らの重要性を予見した。その年，ハーパート・ A ・
ワグナー全国電燈協会会長は，戦時動員にとっての，電気の重要性に注目して，次のように述べた。
制) Ibid. , 3-4. 





















年 名目電気定格 最大顧客需要 生産電力量(千) (千) (百万)
1913 96kw 76kw 291 kwhr 
1916 134 130 562 
1917 154 153 685 
1918 204 172 774 
1919 204 210 873 
〔出所J Raymond C. Miller , Kilow αtts α t Work: A 
History 0/ The Detroit Edison Compαny 
(Detroit, 1957) , 182. 
(43) Ibid. , 1917, General, 16-17. 
(4) Ibid. , 1918, 25-29, 93-99. 



























連邦電力委員会 (Federal Power Commission) は総計1500万馬力の申請のうち， 200万馬力
の水力発電エネルギーの開発を既に許可していると指摘した。乙の数字は，当時電力業の総発
位。 Raymond C. Miller , Kilowαtts at W ork: A History 0/ The Detroit Edison Compαny (Detroit: 
Wayne State Univ. Press , 1957) , 182. 
(4わ NELA， Proceedings , 1919, General, 97-98. 
側 Ibid. ， 10-11; 1921 , Vol. 1. 159-60. 









誌のような准会員が，この業務を実行した。 1921年までに， 47の製造業者が， 72の出版物で，
総発行部数9叫万部以上に広告スペースを出すと約束していff!
表 6 親善広告
(1921年 1 月 1 日 ~6 月30 日)























〔出所J N.E. L. A. , Proceedings , 1921 , Vol. I , 15-18, 
523-24. 
(50) Ibid. , 3 , 88. 








表 7 演説， 1926年
演説回数 概算出席者数
イースタン地区 2, 661 275, 940 
イースト・セントラル地区 240 32, 013 
五大湖地区 5, 017 944, 050 
ミドル・ウエスト地区 1, 535 91, 000 
ニューイングランド地区 965 143, 992 
ノース・セントラル地区 183 9, 525 
ノースウエスト地区 1, 363 139, 267 
太平洋岸地区 1, 273 137, 830 
ロッキー・マウンテン地区 50 3, 000 
サウスイースタン地区 2, 614 142, 119 
サウスウエスタン地区 2, 522 349, 854 
18, 423 2, 268, 590 
〔出所J N. E. L. A. , Proceedings , 1927, 266-67. 












(52) Jbid. , 1923, Vol,l, 250;1924, 161; 1925, 178一79; 1926, 369; 1927, 266一73; 1928, 288. 
(53) NELA, NELA BULLETIN, Vol. 20, No.1 (January, 1933) , 24; NELA, Proceedings , 1921 , 






1914 92, 310 4, 044 
1915 57, 130 4, 357 
1916 38, 183 3, 681 
1917 82, 007 8, 242 
1918 42, 388 5, 186 
1919 194, 021 19, 872 
1920 454, 139 53, 063 
1921 830, 222 118, 554 
1922 1, 450, 707 156, 174 
1923 1, 806, 300 279, 186 
1924 2, 478, 165 294, 467 
1925 2, 926, 271 236, 043 
1926 2, 686, 187 248, 867 
1927 3, 581, 206 249, 491 
1928 2, 081, 070 202, 380 
1929 1, 447, 853 87, 498 
1930 1, 671, 616 115, 013 
1931 1, 681, 193 158, 252 

































3 持株会社集団の一つ，エパスコはゼネラル・エレクトリック社 (G E) の持株会社であっ
たが，持株会社の本社， GE が，ジョージア州選出のジョージ・ W ・ノリス上議員によって，
連邦取引委員会 (Federal Trade Commission) の調査を受けた乙とによって，電力業と全国
電燈協会民社会的非難が生じた。 1925年比始まった調査を，連邦取引委員会は， 1927年 2 月，
最初の報告書として提出した。乙の最初の報告書で，連邦取引委員会は， GE は他の電機メー
カーと共に1896年特許をプールして生産者協定を結んでいた乙とを明らかにした。協定は，電
灯・電力設備に関して， G E64%，ウェスチングハウス社25%，アリス・チャルマーズ社 9 %, 
その他 2%に生産者間で、配分されていff! また連邦取引委員会は，幾重同重なる持株会社が
電力業l乙存在し，規制立法する必要があると報告した。乙の調査が始まって以来， 1925年頃か
ら電力業l乙対する社会的な敵意が広がっていた。 1928年 1 月，連邦取引委員会は第二次報告
(55) Ibid. , 1923, Vol. 1. 240-42. 
(56) Ibid. , 1924, 10-11, 181-94;1925, 15. 
聞西川純子『アメリカ企業金融の研究.!I (東大出版会，昭和55年) 63一71 ， 271-74, 278-82。石井彰次郎
『公益企業の研究〔増補版).1 (白桃書房，昭和60年) 115-17, 124, 128, 130-32, 136。
(58) Preston J. Hubbard, Origins 0/ the T. V. A.: The Muscle Shoals Controversy, 1920-1932 (Naｭ
shville: Vanderbilt Univ. Press, 1961) , 161, 172, 219. 西Jl I Ir企業金融.1331-33。

















提案していた。連邦電力委員会の0 ・ c ・メリル事務局長は，乙のプロジェクトは，現在のア
ラパマ，ジョージア，ノースカロライナ，サウスカロライナ，テネシーおよびケンタッキーの










1931年の総会で， W ・ A ・ジョーンズ会長は，そのような批判は主に政治上の公職を求める立
側 Hubbard， Origins 01 TVA , 220. 石井『公益企業J 152-53。最終的に，規制のため， 1935年公益企業
持株会社法が成立した。『向上.! 153-54。
(61) NELA, Proceedings , 1926, 299-300. 
(62) Ibid. , 1927, 259-60; H. S. Raushenbush and Harry W. Laidler, Po'Wer Control (New York: New 
Republic , Inc. , 1928) , 205ー206.
(63) Ib id. , 243 -46. 




























識された。ルーズヴェルトは， 9 月 21 日のボートランドの演説の中で，公有電力プロジェクト
を，電力料金規制の「標準尺度」とするとした。 11月の選挙で，フーパーが大敗すると，景気
は急速に悪化して行つ d!
(65) Ibid. , 1931 , 4 , 64-67. 
(66) NELA, BULLETIN, Vol. 16, No.10 (October, 1929) , 638-40. エジソンは， 1931年10月 18日永眠し
た。 ibid. ， Vo1. 18, No.ll, Section 2 (November, 1931) , 3. 
(開 NELA， Proceedings , 1922, Vol. 1, 102; 1924, 122-26; 1925, 149-53; 1930, 6 -7 . 
(68) Hubbard, Or igins 01 TV A, 223, 241-42, 269-270, 288, 292-93, 305, 309. 尾上一雄『フーヴァ
大統領の不況対策，1(千倉書房，昭和60年) 65-68。
(69) Brock, Development in NY, 140; Thomas K. McCraw, TVA and the Power Fight, 1933一1939
(Philadelphia;Lippincott, 1971) , 27-28;NELA, Proceedings , 1930, 6 , 41-42. 














そうした要求に対して答を提供する形で，全国電燈協会は， 1933年 2 月 15 日解散した。それ
はフランクリン・ D ・ルーズヴェル卜の大統領就任式のわずか16日前であった。解散に先立ち，












。1) NELA, BU LLETIN, Vol. 19, No. 6 (June, 1932) , 335, 338, 341-42; NELA, Proceedings , 1932, 
5 , 8-9. 
(72) NELA, BULLETIN, Vol. 20, No. 2 (Feb. , 1933) , 59-61; McCraw, Power Fight, 23. 
月i
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に操作して社会の世論を変えようとしたことがマイナス要因となり，批判を浴び消滅してしま
った。
これらの四段階を一貫して，組織的に対応して，組織内のメンバーの利害を増進させる主体
が，業界団体だった。時には組織間行動をし，時には組織内調整を行なった。組織行動を通じ
て，情報を様々に扱い，有効的な利用を常に最大限に追求する柔構造の中間組織が，業界団体
であり，全国電燈協会だった。
〔付記〕本稿の指導を頂いたマンセル・ G ・ブラックフォード教授，有益な助言と資料を頂いた高寺貞男教授，
片岡信之教授，高橋和男教授に深く感謝の意を表します。
一 72-
